
37 

７ 輸送の安全に関わる施設等に関する事項 

 

７．１ 自動列車停止装置等の整備状況 

 

(1) 事業者区分別の自動列車停止装置等の整備状況 

 

○事業者区分別の自動列車停止装置（ＡＴＳ）等の整備状況は、表７のとおりです。 

 

表８： 自動列車停止装置等の整備状況（平成２９年３月末現在） 

 

事業者区分 
営業キロ 
（km） 

設置キロ（km） 設置率 
（％） ATS ATC 

ＪＲ（在来線） 17,121.8 16,853.3 268.5 100％ 

ＪＲ（新幹線） 2,997.1 0.0 2,997.1 100％ 

民鉄等 7,415.8 6,123.1 1,292.7 100％ 

大手民鉄 2,664.0 2,422.5 241.5 100％ 

公営地下鉄等 763.5 18.3 745.2 100％ 

中小民鉄 3,988.3 3,682.3 306.0 100％ 

合  計 27,534.7 22,976.4 4,558.3 100％ 

※１ この表中の数値は、次の装置の整備状況を示したものです。 

   自動列車停止装置（ＡＴＳ）：信号に応じて、自動的に列車を減速又は停止させる装置 

   自動列車制御装置（ＡＴＣ）：列車と進路上の他の列車等との間隔及び線路の条件に応じ、連続して

制御を行うことにより、自動的に当該列車を減速又は停止させる装置 

※２ 「大手民鉄」は、東京地下鉄を除く１５社です。 

※３ 「公営地下鉄等」は、東京地下鉄を含みます。 

※４ 「中小民鉄」は、準大手鉄道事業者を含みます。 

※５ 鋼索鉄道、路面電車、無軌条電車及び貨物鉄道を除いています。 

※６ 東京都上野公園モノレール、スカイレールサービス（モノレール）及び名古屋ガイドウェイバス（新交通） 

を除いています。 

※７ 同時に２以上の列車が運行しないため列車同士の衝突が発生しない等、列車の安全な運転に支 

障を及ぼすおそれがないため設置を義務付けていない線区を除いています。 

※８ 第２種鉄道事業者を除いています。 
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７．２ 踏切保安設備の整備状況 

 

(1) 踏切道数の推移  

 

○平成２８年度に発生した踏切事故は、２．１(3)に記述したとおり運転事故全体の３１．２％

を、また踏切事故による死亡者は運転事故による死亡者の３１．５％をそれぞれ占めてお

り、踏切事故の防止は鉄道の安全確保上、極めて重要なものとなっています。 

○踏切事故件数は、立体交差化や統廃合による踏切道数の減少や第１種踏切道への改良

等の踏切保安設備の整備等により、年々減少しています。 

○これまで踏切保安設備の整備が着実に進められてきた結果、現在では踏切道の８９％が

第１種踏切道となっています。また、踏切遮断機等の設備のない第３種踏切道及び第４

種踏切道は、年々減少していますが、平成２８年度末においてそれぞれ７３７箇所及び

２，７９３箇所残っており、２．３(2)に記述したとおり同年度に踏切事故がそれぞれ８件（踏

切事故全２２３件の３．６％）及び３１件（同１３．９％）発生しています。 

 

図１９： 踏切道数と踏切事故件数の推移 

※ 横軸については、昭和３５年～平成１７年は５年間隔、それ以降は１年間隔としています。 
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表９： 踏切種別別の踏切道数の推移 

（箇所） 

年 度 第 １ 種 第 ３ 種 第 ４ 種 合 計 

平成 24 年度  29,860 (88％) 816 (2％) 3,034 (9％) 33,710 

平成 25 年度  29,880 （88％) 794 (2％) 2,981 （9％） 33,655 

平成 26 年度 29,836 （89％) 775 (2％) 2,917 （9％） 33,528 

平成 27 年度 29,811 （89％) 757 (2％) 2,864 （9％） 33,432 

平成 28 年度 29,800 （89％) 737 (2％) 2,795 （9％） 33,332 

注１：（ ）内は構成比を示す。四捨五入しているため、その和が100％となっていない年度があります。 

注２：兼掌踏切（複数の事業者の鉄道線路をまたぐ踏切道）は１箇所として計上しています。 

注３：上記踏切道数は、各年度末のものです。 

注４：踏切道の種別に関しては後掲の「用語の説明」をご覧ください。 

 

(2) 踏切保安設備の整備等による安全対策の実績 

 

○踏切道の立体交差化や構造改良、また踏切遮断機や踏切警報機などの踏切保安設備

の整備等の安全対策が進められています。 

 

表１０： 立体交差化等を行った踏切道数の推移 

（箇所） 

年 度 立 体 交 差 化 構 造 改 良 遮 断機 ・ 警 報機 

平成 24 年度 98 191 77 

平成 25 年度 34 204 57 

平成 26 年度 26 203 35 

平成 27 年度 40 230 40 

平成 28 年度 25 245 47 

「立 体交差化 」：連続立体交差化又は単独立体交差化により除却された踏切道数 

「 構 造 改 良 」：踏切道における道路幅員の拡幅や、歩道の設置などの整備を行った踏切道数 

「遮断機・警報機」：第３種、第４種踏切道に踏切遮断機や踏切警報機を設置した踏切道数 
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(3) 事業者区分別の踏切道数等  

 

○事業者区分別の踏切道数及び踏切支障報知装置設置踏切道数は、表１０のとおりです。 

 

表１１： 事業者区分別・踏切種別別の踏切道数（平成２９年３月末現在） 

  （箇所）   

事業者区分 第 １ 種 第 ３ 種 第 ４ 種 合 計 
踏 切 支 障 
報 知 装 置 

ＪＲ（在来線） 18,416 475 1,516 20,407 14,965 

民鉄等 10,993 241 1,243 12,477 7,687 

大手民鉄 5,526 51 14 5,591 5,194 

公営地下鉄等 1 0 0 1 1 

中小民鉄 5,466 190 1,229 6,885 2,492 

路面電車 391 21 36 448 118 

踏切支障報知装置：踏切道内で自動車の脱輪やエンスト等により踏切道を支障した場合、踏切支

障押しボタン等の手動操作又は踏切障害物検知装置による自動検知により、

踏切道に接近する列車に危険を報知するための装置 

※１  「大手民鉄」は、東京地下鉄を除く１５社です。 

※２  「公営地下鉄等」は、東京地下鉄を含みます。 

※３  「中小民鉄」は、準大手鉄道事業者を含みます。 
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「第１０次交通安全基本計画」及び「踏切道改良促進法」に基づき、立体交差化、構造改

良、横断歩道橋等の歩行者等立体横断施設の整備、踏切遮断機や踏切警報機等の踏切

保安設備の整備等を推進し、踏切事故の防止に努めています。 

 

図２０： 踏切道の除却・改良のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２１ ： 

踏切遮断機・警報機の整備 
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